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電力株式会社納め自動給電システム
CentralDispatching and Distribution SYStemfor Okinawa

Electric Power CoりInc.

沖縄電ノJ株式会社では,給電業務かご〕配電業務までを1臣卜叶で集中制御する日勤

給′在システムが完成Lた｡山l勺では例のない中央隻句‾ト形のシステムを尖硯させるた

め,制御用計算機HIDIC80-Eを3台用いて,中央給電指令所業務,中央制御所業務,

オフライン業務のそれぞれを分担処理するロードシェア3台系マルチシステムを採

月]した｡

本システムは､維i再運用を行なう/二め昂鳳抑充計算なと＼凶1勺でも黄新♂〕柁術を

すJ｢り′i生ん/ご給電機能,供給支障事故を最小に抑えるため全店の供給状況,支障状況,

事故状況などをりア/し･タイムに未ホする配電線監視概能,発電機の燃料常特性係数

をオンラインデ【タで算出する計算機能などの特長をもっている｡

また,各党餐電｢叶と叫舌軸伝送については,各位‾方式の既設遠方監視制御装置を

有効活用するたれ これJ〕遠方監視制御装置かJ)グ)信号を変換する情報変格装置,

及び情報伝送装置を設けて計算機と接続Lている｡

ll 緒 言

沖縄電ノJ株式会社では.rT記の什存を臼的に昭抑53牛から

系統う草間の【′1勧化を推進してきた｡

(1)発電機の紐満連用をはじめとする系統の効率運用を凶る｡

(2)拡大,帽推化してくる電力系統の事故時対応をJ迅速,適

切に子ナなう｡

(3)単独,′ト規模系統からくる周波数の振れを最小にとと､､れ

良質の電力供給をトヌⅠる｡

(4)人員の告ノJ化を凹り､将来要員の増加を抑制する｡

以L川つのH的達成のたれ 自動化を契機に逆鞘形態をこ

れまでの給て宣指令所と4諸州卸所の5簡戸斤分担運用かご〕l箇戸斤

で行なう集中形構成に変え,第Ⅰ期工事(昭和58年5月運開)で

は中央給電指令所業務を自動化し,第ⅠⅠ期工事(昭和59年6月

運開)で中央制御所業務の自動化を行ない全工事を完了した｡

今川導入したHIDIC8(トEをr‾トL､とLた自動給電システム

は以_L二の要求を満たL,給電業稽かノブ配電用麿電輯ク〕監視制

御まで幅広い機能を合わせもつ例のないシステムとな∴ノてい
7

′二)0

山一丁,今F引詞発した自動給電システムグ)内容について述べる｡

8 システムの概要

2.1 電力系統の概要

沖縄電力株式会社の送電系統を匡=に示す｡沖縄は南北に

長い島であり,当然のことながら単独系統で,電ノブ需要は牧

港,古川,金武､城間の4箇所の火力発電所に依存している｡

基幹変電所,配電用変電所及び開閉所の数は約7()箇所で,こ

れらの監視･制御は給電業務を行なう中央給電指令所と,耶

繭,牧港,栄野比,名護の4制御所で分担Lて行なわれてい

たが,今回統合きれ1筒所からの集Lf‾-形構成となった｡図2

に系統運用構成の推移を示す｡自動化前は中央給電指令所の

下に制御所,支店,火力発電所があり,制御所の1こに主幹系

統の変電所と配電用変電所がある階層形の運梢形態であった

が,自動化後は集中化した中央制御所からの直接指令となっ

た(現在の運用では,中央給電指令所と中央制御所を合わせて
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中央給電指令所と呼んでいる)｡

沖縄の電力需要は年ごとに増加Lてきており,昭和61年度

には石炭火力が2基(312札1W)新設される予イ右で,系統ノ存左主

も1,000MWの大台を越える妃通Lになっており,遷川の自

動化の必要性が増大していた｡

また,台風,雷雨時には卜り‥/プ事故が1時間当たり10り作

近くにも及び,迅速な惇旧処理の実現が急務にな/-ノていた｡

2.2 システムの構成

システムグ)情成を図3に示す｡変電所,開閉所の機器ご状態,

注:･-132kV送電線
--------

66kV送電線

石川発電所

○-ヽ

名護制御所

中央給電指令所

牧港制御所

牧港発電所

那覇制御所

′ノ

G 壷頓
栄野比制御所

城間発電所

発電所名称 容 量

牧着発電所 520MW

石川発電所 250MW

88MW金武発電所

城間発電所 54MW

合 計 912MW

図l沖縄電力株式会社の送電系統 電力需要の70～80%は那覇を中

心とした南部に集中しており.二れを支える火力発電の系統容量は引2MWである.

*沖縄電力株式会社工務部 **株式会社日立コントロールシステムズ
***

日立製作所人みか工場
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中央給電指令所

中央制御所

火 力

発電 所

4箇所

配 電用

変電所

筋Ⅰ懲
制 御 所

/

60箇所

注:ヰ→(自動化前の指令ルート)

⇔(自動化後の指令ルート)

4箇所 ＼
10箇所

支 店

4箇所

主幹系統

変電所

132kV

66kV

図2 系統運用構成 沖縄電力株式会社の系統運用は自動化を契機に,

l箇所集中形の構成となった｡

電圧･潮流などの数値情報は既設TC(遠方監視制御装置)で各

制御所に送られ,制御所は今回納入した情報変換装置を介し

て中央給電指令所に送られ,ここで計算機,系統磐,利子卸卓

に出力される｡制御所は台風など有事の際のバックアップと

して使用するため,監視は常時可とし,制御も中央給電指令

所との切換で可台巨とした｡

中央給電指令所からの機器制御は,給電コンソール上の

CRT(Cathode Ray Tube)を使って行なわれ,バックア‥ノブ

として制御卓からもできるようにした｡

発電所とのデ【タ‾交換は直接情報伝送装置で行なわれ,計

算機からの発電指令値は子局TCを経由してALR(自動負荷

調整装置)に送られ発電機出力が利子卸される｡

また,支店と中央給電指令所はHDLC(ハイレベルデータリ

ンク制御手順､)方式の伝送路で接続され,支店からの監視,制

御も可能になっている｡図4に中央給電指令所指令室を示す｡

図4 中央給電指令所指令室 給電業務から配電業務まで,本島の全系

統の監視･制御をこの指令室で行なっている｡
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図3 システム構成図

発電所,主幹変電所から配電用

変電所までの監視･制御が,中

央給電指令所で行なわれている｡



表】 自動化システムの機能 給電業務から配電業務までを行なうた

め,多彩な機能となっている｢,

No. 業 務 処 理 概 要
業 務 区 分

中給 中制 オフライン

】 系 統 監 視

●遮断器.故障リレーなどの状態変化

●供給支障の監視とデータ保存

●電圧.潮)充などの上下限

●伝送路異常

2 系 統 操 作

●停止操作,系統変更の手順作成と操作実

行

●CRTマンマシンによる遮断器などの入切操作

3

4

5

負荷遮断

復旧操作
●系統事故時の配電線遮断操作と復旧操作

運 用 計 画

●月単位の発電計画

●旬ごとの需給バランス計算

●翌日～3日先の負荷予想計算

●翌日＼3日先の経済負荷配分計算(EJD)

●オンライン電圧･無効電力計算(VOC)

有効電力制御

●l､tO分周期の経済負荷配分制御(EDC)

●10､30秒周期の周波数制御(AFC)

●バックアップとしての簡易AFC装置

6 記 重責･統計

●潮流,電圧,電流の保存と帳票出力

●状態変化,事故,上下限異常などの一覧

表作成

7 オフライン計算

●配電用変電所までを計算対象とした潮流

計算,電圧計算.短絡計算,地終計算

●発電機トリップ時の想定事故計算

●燃料費係数計算と運用結果の統計

8 メッセージ伝送
●支店からの監視･制御

●役員室及び他部署からの情報検索

9 データメンテナンス

●電力系統を定型化したカードフォーマッ

トで入力展開する設備データメンテナンス

●CRTマンマシンによるCRT系統図の作成

注:略語説明 中給(中央給電指令所),中制(中央制御所)

田 システムの機能と特長

給電業務と集中制御業務のすべてを1箇所で実現させるた

め,表1に示すように多彩なものになった｡この中で,今回

の自動化のニーズを実現させるための特長的な機能について

述/ヾる｡

3,1最適潮i充計算を折り込んだ給電業務

系統の効率運用,発電機の経損運転は系統運用の第1条件

である｡本システムでは貴之適潮流.計算を需給予想,経済負荷

配分制御,電圧･無効電力計算に適用L,送電ロスを考慮し

て総燃料費の低i域を図った｡

従来の経i斉負荷配分では数ケースの負荷パターンで送電損

失を示す係数(B係数1))を求め,これをもとに負荷配分を行な

っていたが,オンライン系統はモデル系統とは多少異なって

くるため,配分結果も誤差を含んだものになり,オンライン

系統で損失を考慮Lた配分方式の開発が要求された｡開発上

の問題点は,1～5分の短周期で処]哩するEDC(経済負荷配

分制御)にオンライン適用するため,計算時間を30秒以内にす

ることである｡

基本的な考え方とLて,火力発電所の総燃料費を最′J､にす

る各発電機の出力配分を求めるものとし,下記の式を立てる｡

min′(∬,p)=min†ご爪･(P∫)十.Fr(Pr(ズ))卜‥(1)

ここで ′(､∬,p)

+打(P∫)
凡(Pr)

二r

∠どG

～キSG

対象系統の総燃料コスト

右‾効電力Pパニ対するコスト関数

スラソク発電機出力Prに対するコスト関数

二状態変数(ノード電圧の実部,虎部)

二二て､

p

G

SG

制約条件式

g(ズ,P)
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コントロール変数(発電機の有効1立力)

発′左機群

スラソク発電機

g(∬,p)=O

t川i允方程式

イ2)

∬:2rl次元(ノード数れ)

p:仇二jこ止(発う宅磯子i数仇,2γi>m)

(2)式の制約条件式のもとに(1)式の総燃料コストを黄′トとす

る各発電機出力タブを求めるために,Lagrangeの未定素数法2)

を用いる｡Lagrange乗数を入とすると,Lagrange関数は次式

となる｡

エ(∬,P､人)=∑爪(P′)＋凡(Pr(∬))＋〔ス〕r〔g(∬,pけ…(3)

よEG

～キ5G

ここで,〔〕は行列を,rは転置行列を意味する｡

Lagrangeの未完乗数法により,(1)式が最小値をとるための

必要条件は,下記3式を満足することである｡

〔一昔〕=雷･〔警〕＋〔普〕T･〔人〕=0･‥･‥(4)

〔昔〕=〔昔〕＋〔-一言㌃｢〔ス〕=0･･･…･‥絹)

〔昔〕=〔g(∬,p)〕=0… ‥･(6)

本方法の特徴は,潮i克計算の基本的考え方に基づき送電損

失をすべてスラック発電機で[吸収し,最適配分を決定するこ

とである｡

以Lの計算フロ【を図5に示す｡実際の手采用に当たっては

計算時間を短縮するために,フローDブロックの収束計算を

速めるように丁▲夫し,それを電圧,無効電力計算に適用Lた｡

更に,経済負荷配分制御のように短時間で計算終7する必要

のあるものについては,収束計算を行なわず準最適値を求め

る‾方法をとっている｡

今回開発Lた最適潮丁充計算は,15～20秒程度で計算ができ,

オンライン計算に適用可能である｡

3.2 事故時供給支障の計算

沖縄電力株式会社は前述したように自動化以前は系統監

START

潮涜計算前処壬里

潮 流 計 算

Lag｢angeの

未定定数〔.りの算出

発電機出力配分

収束 か

収束

E N D

A 初期値として各発電機の現在出九 負荷端の

負荷電力の設定を行なう

B Newton Raphso[法により潮流計算を行ない,

ノード電圧,スラック発電機出力を求める

潮流方程式〔.ヾ(.r,J))〕=O

Cはト荒イ誓ぃ〔富ト0
から〔∴′〕を諌める.

D
D qで諌めた〔′りを下式に代入Lてノノ′を求める

〔告〕ほ〕＋〔帥∴〕二O
E 前回ノj′と今回∫ノ.の差が小さければ収束したも

のとする_

図5 最適潮流計算フロー オンライン制御には収束計算を行なわず,

準最適値を算出する方式を使用している｡
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視･利子卸を中央給電指令所と4箇所の利子卸戸斤で分托してし､た

ため,増大複推化してゆく系統の事放対応は困難なものであ

った｡今回,集中化して上二記を改善するに当たり,こj‾しまで

以ヒの止こい範囲の情報を効率よく判断できるデータをオペレ

ータに提供する必要があ/ノた｡

本システムでは事故発生時に事故内容の警報,表示のほか,

常に現在の供給電力及び支障電力の表示を行ない,運用のダ

イダンスデ【タとしているほか,事故月報に反映されるよう

にした｡

支障電力のi汁算は約600の配電線ごとに行なう必要があり,

次のような問題を解ブ央する必要があった｡

(1)支障の定義

供給支障の発生は,配電線の仝停と,ある【未聞以降が停電

となる部分停電かあるため､二つに分けて定義した｡まず,

仝停条件としては､配電線の遮断器が｢切+れていることで考

えたが､母線停電でも配電線遮断器は｢入+のままの設備があ

るため,遮断器が｢入+でも母線電上土が基準値の60%以ドにな

れば停電とみなすことにした｡部分停電については,故障区

間値3)で判断するものとした｡故障区間計測値はオンライン

入力されるが,この計測値は事故発生時にた'け有効なため,

CRl､から設定するものとLた｡したがって,配電線の事故が

復旧してゆく過程は漏れなく計算機に人力･表示され,系統

､状態が極めて詳細な部分まで監視･把掘できるものになった｡

(2)支障電力量の計算

上記で定義した支障が継続中は1分周期で支障電力を計算

積算L,支障解消時点で最終支障電力量とし登録する｡下記

の計算により全停時だけでなく,部分停電時に対しても支障

電力量の計算を行なうことができた｡

仝停時支障電力=仝停時のフィーダ負荷

部分停電時支障電力=フィーダ負荷現在値×諾諸富韻語詣
ニニで,フィーダ負荷はバンク負荷を供給中のフィーダ電

i允で比例配分Lたも(乃であり,契約口数は区間ごとの値を

/
配電線遮断器トリッブ

100

供

給

票50
(%)

0

全送

部分停電

部分送電

全停中
部分停電中一-----一一一→-全速

､ J

l分

区16 供給支障電力量計算例 配電線がトリップし,全停から部分停電,

全送と変化してゆく状態をl分ことに監視して支障電力を積算し.最終的に上

記事故では斜線部が支障電力量として出力される｡

CRTから設三左入力しておく ものとLた｡

配電線の事故による供給支障電力量の計算例を図6に示す｡

以上で支障電力を算出するのと同様に,現:在の供給電力も

算出L配電線ごと,電気所合計,支店制御所合計と全体から

詳細までを一画面表示Lているので,一目で系統状態が把握で

き､事故時の迅速な対応はもちろん,平常時の停電操作など

の支障状i兄についてもきめ細かい監視ができるようになっ

た｡

3.3 運用計画計算の評価とパラメータ計算

3.1節では経清運転のために貴通潮i充計算を用いて,オンラ

イン系統の情報をもとにコストミニマムの発電計画を実現し

たことを述べたが,本節では更に経楕惟グ)向ヒを回るために

開発した手法について説明する｡

最適潮i充計算のパラメータとなっている発電機のコスト関

数の係数は,発電機の定期点検,復水器の清掃,燃料費の変

動時に変わるだけでなく,時々刻々と変化している｡従来,

この係数は前述の定期点検ほかのタイ ミングで発電所などが
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発電効率(〃kWh)の計算式

実績効率二半

計算効率=⊥ピ上土ヱ±P･y

りけ:使用油量
(オンライン入力値)

∫ノ:発電機出力
(オンライン入力値)

√エ,/),〔､:燃料費特性係数

†′:'燃料単価(油量単価)

図7 発電効率の評価 発電

効率を計算値と実績値について比享較

することにより,燃料費特性係数の

日々グ)変化をとらえることができる｡
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仲計算Lたものを計算機に設与宣する方法をと′--ノていた｡本シ

ステムでは,経済配分グ)かなめとなるこの係数をオンライン

の実出力から計算できるものとLた｡ただL,入ノJ値の誤差,

発電機Cり運転ご状態などによI)≠汁算のつど結果が微妙に変わる

ため､計算タイ

よるもグ)とし､

出力するものと

示す｡二れによ

ミングノ之びi汁算結果の採用はう峯用者グ)判断に

判断材料とLて発電機効率グ)実桔と計算値を

した｡図7に具体的な評価干f箕と画面内谷を

り日々の係数の往いがモニタでき､係数の餐

密計算を適時に行なえばかなりの燃料費の低i域が期待できる｡

El計算機システムの構成

4.1 システムの構成

系統運用の中枢となり､高信相度と幅広こい機能を要求され

た本システムのハ【ドゥェア構成は次のような特長をもって

いる｡

(1)システムの仝停防止とCPUの負荷分散を｢､司るため,計算

樅はHIDIC8(卜Eの3台系とL,最悪2台ダウン時でも1台

で全業務対J芯自J能としてし､る｡また,メンテナンス,シミュ

レーション用とLて1台使用Lてもオンライン業務は支障な

く処王里てこ､きる｡

(2) 3台系の共有機器であるGM(グロ【パルメモリ),共有

リンケージバスなどについては電i原や機器を二重化した｡外

部情報の入出力装置は三重化し,3台の計算機それぞれに接

続した｡

(3)給電コンソールについては,中央給電指令所業躇用は需

給卓と系統卓の2台,中央制御所業務用は南部卓と北部卓の

2台があり.需給卓と系統卓,南部卓と北部卓はそれぞれ相

互バックアップ可能とし,操作性,互換惟を確保Lマンマシ

ンの向上を図った｡また､オフライン用の給電コンソールは

どの卓グ)バックアップもできるようにした｡

(4)簡易AFC装置としてHIDIC O8-Lを置き,万一HIDIC80-

Eシステムがダウンしても,主要業務となる有効電力制御は

バックアップできる構成とした｡

4.2 情報伝送装置の接続･切替方式

計算機がマ/しチ構成をとる場合,通常,遠方監視制御装置

と計算機は図8のように接続し､どの計算機とも全情報の入

出力を可能にしている(本システムでは,中央給電指令戸斤用の

情報伝送ご装置2セットと,中央制御戸斤用の情報伝送装置4セ

ットの計6セ‥ノト及び計算機3台が図11と同様の接続方式を
とっている)｡

ヒ記の接続構成でリンケージ装置が異常となった場合,通

情報伝送

装置1

情報伝送

装置 2

リンケージ

装 置1
リンケージ

装 置1

計算後1

計算機2

グ
ロ
ー
バ
ル
メ
モ
リ

図8 情報伝送装置との接続 細い実線が正常時の情報交摸ルートで,

点線はバックアップルートを示す｡×印のルートがダウンしたときは太線のル

ートで情報交換を行ない,CPUの負荷分散を保っている｡

中央給電指令所

/r系統変電所対象--｢

情報伝送
装 置

(Bセット)

情報伝送
装 置

(Aセット)

子

′-配電用変電所対象 ｢

情報伝送

装 置
(牧港系)

情報変換
装 置

子

情報伝送

装 置

(那覇系)

情報伝送
装 置

(栄野比系)

情報伝送

装 置

(名護系)

子

那 覇

制御所

情報変換

装 置

子 子 子 子

栄野比

制御所

情報変模

装 置

子

リ
子 子

名 護

制御所 二1
情報変操
装 置

子 子

注二略語説明(∋=TC子局
図9 遠方監視制御システム構成 4箇所の制御所に情報変換装置を

配置して,既設TCのデータを取り込み,集約して中央給電指令所に伝送するリ

常のシステムでは計算機を一切り替えて処理継続を行なってい

るが,本システムのように業務分担しているシステムでは,

中央給電指令所業務と中央制御所業務が重なるため計算機の

処理負荷が増加することになる｡また,計算粍が1台停止拭

いとなるため全体の信相席が低Fする｡このような問題を解

プ来するため,リンケージ一装置1の接続ル【卜がダウンLたと

きは,情報伝送装置1の情報を計算機2で人力L,この情報

をGM経由で計算機1に権す方式をとった(データ送信の場

合は､二の逆のルートになる)｡ニの方式では,例えば計算機

1,2グ)通常負荷率が30～40%で,二のうちデータ送′受信処

理が5～10%とすると,計算機1は負荷率20～35%で,計算

機2は35～50%で処理できることになる｡接続ルートが多く

なるほど本方式は有効である｡

l司 遠方監視制御システムの構成

5,1 システムの構成

既設TC子J計と計算機を結合するために,図9にホす.ように

中央給電指令戸斤に情報伝送装置を､4筒戸斤の利子卸所に情報発

根装置を設け,この装置間をサイクリ‥ノク伝送方式で二帳続L

ている｡情報†云j卓装置は系統変電所の取込みを対象とLたセ

ットと配電用変電所の取込みを対象としたセ

ニれらは更に危険分散を閉るために,1セ‥

電戸斤数が30以卜となるように分割Lている｡

いずれも機能単位ごとに分割した構成とし,

ノトに大別でき,

トの最大舵j生′変

二れJ〕装置は,

二の機能単イ立ご

とにマイクロプロセリサを内蔵し,ハードウェアの小形化,

処理の高度化及び保√耳点検の呑易さをⅠ､』っている｡

情報変換装置は図川に示すような構成であり,既設制御所

に設置されているrl､Cと接続L,制御所単イ正に集約する形で中

央給電指令所に伝送することにより,制御所と中央給電指令

F叶間の伝送路削減を実現Lている｡情報変操業置と既設TCと

の接続は,分岐切換装置を介Lてf云迷路での分岐又は切授を

行なうことにより,既設TCに影響を与･えることなく情報をJ托

り込むことを可能としている｡また,保守･点検時花び袋帯

故障時の波及範囲を限て左するために､既設TC子局とのデータ

の授受を行なう送受信モジュールを4子局単位に分割してある｡
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給電業務用情報伝送装置へ

SI/0

BUF

SI/0 SI/0

中継モジュール(A)

配電業務用情報イ云送装置

訂
SI/0 SI/0 SI/0 SI/0 SI/0

中継モジュール(B)

BUF

8UF

送受信モジュール

SI/0 SI/0 SI/0 S工/0

BUF

送受信モジュール

SI/0 SI/0 SI/0 SI/0

分岐切換装置

､
√-ノ

+･､′----ノ

TC 伝送
親局へ 路へ 情報変換装置

_ +
注:略語説明など

+B(共通バス),B〕F(モジュールインタフェース部)

P(データ処‡里部),Sけ0(シリアル信号入･出力変換部)

㊥(信号伝送)._司(ハイプ′リッドトランス)

図柑 情報変･換装置構成 既設TCのデータを取り込む送受信モジュール

と,中央給電指令所へこのデータを集約して伝送する中継モジュールから構成

される｡各機能モジュールのうち,いずれかが故障しても残りのモジュールに

より,フォールバック運転が可能である｡

また,情報伝送装置にTC子局からのデータを伝送する中継

モジュー/レを給電業務用情報伝送装置向けと,配電業務用情

報伝送装置向けに分割してある｡そLて,給電業務用情報と

配電業務肝情報の一部を重複Lて二つの情報伝送装置に伝送

することにより,給電業務用と配電業務肝情報伝送装置故障

時又は中継モジュール故障時の相互バックアップ機能をもた

せている｡

5.2 既設TCの信号変換方式

既設TCの親局と子局間の伝送フォーマットは,TCのメー

カー及び導入年度により種々あるが.データ処理を谷易にす

るためにマイクロプロセッサ内蔵のSI/0(SerialItlput/

Output)で符号変換するとともに,中継モジュールでデータ

編集を行なうこととした｡また,SI/0は1枚のPI(Plug-In

Card)で構成L,これを 一つのTCに対応させることにより,

′rCの機種変更時の改造作業の低減を図るとともに,送√受信部

の処理仕様の共通化を実現している｡一方,SI/0の開発に際し

ては,現地での既設TCのデータを収集するとともに,工場内

で模擬子局を製作し確認試験を実施したが,実際の現地での

対向試験では,同一形式のTC装置でもフラグの使い方,群コ

ードの扱いなどに差異があり,この差異をSI/0の符号変換機

能の拡張で解消させた｡

5.3i蓋択テレメータの取込方式

既設TCの計測データには常時サイクリックに子局から計

測データを送る常時テレメータと,親局から選択信号を了･局

に送ったときだけ子局から該当の計測デ【タを送る選択テレ
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情報変換装置

頂

デ
ー
タ
受
信
エ
リ
ア

L⊥
各子局への取込信号

制御信号

表示･
計測信号

信モジュール

SUB W†

S〕B W2

SUB W/!

SUB Wl

SUB W2

SUB W川

選択信号

応答テレメータデータ

選択ポジション×1

l一--+ヱ土ヱ堕--1

子

子

子

子

選択ポジションX2

選択テレメータ 選択テレメータ

応答ワード 応答ワード

トーーーーーーーーーーーーー一丁,-----1＼
選択テレメータデータ取込み

注:略語説明 Tl=選択後のテレメータ応答データ確立までの待ち時間

図Il選択テレメータデータ取込方式 4子局各々独立に選択信号を

TC子局に出力し,一定時間(丁秒)後,選択テレメータワードに該当データが返

送されているとして,送受信モジュール内のテレメータデータ受信エリアに格

納する｡

メータの2種がある｡この選択テレメータデータを,計算機

から順次選択して収集する方式を採用すると､計算機側の負

荷が増大するとともに,情報更新に多大の時間を必要とする｡

そこで今回図11に示すように情報変操装置の送′受信部に自動

選択機能をもたせ,各子局単位に順i欠自動的に選択項目を更

新して,選択テレメータデータを取り込み,このデ【タをサ

ブコミテ】ションで情報伝送装置側へ伝送する方式とし,計

算機側で選択テレメータか常時テレメータかを全く意識する

ことなく処理することを可能とした｡

8 結 言

本論でも述べたように,最適潮流計算をはじめとして今担Ⅰ

新たに開発された項目は数多く､機能的にも給電から配電処

理までの多彩な内容になっている｡

今後,本システムで得られた技術を有効に生かしてゆけれ

ば幸いである｡

本システムは,設計着手から現地調整完了まで長年の歳月

を費やLて完成Lたが,設計段階,製作途中､そして現地調

整まで幾多の困葉臣を解決し完成に至り,昭和59年7月から試

運用に入り順調に運転している｡この間御協力し､ただいた関

係各位に対し深く感謝する次第である｡
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